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して、販売部門と連携する体制を

目指した。具体的には、オペレー

タがビジネスチャンスと察したコ

ールを販売部門と共有し、営業提

案につなげるというものだ（図）。

人材育成と部門間連携を強化
販売店が望む情報提供を実現

　当初は、オペレータのスキル不

足や連携に課題があり、１年で

210件のコールをつないだ結果、

経営貢献につながったものはわず

か16件（約8%）だった。

　そこで、オペレータの意識改革

とスキル強化、および販売部門と

の情報連携強化に取り組んだ。具

体的には、まずオペレータにやみ

くもな情報発信をしてきた事実を

認識してもらうべく、取り組みの

結果をフィードバックするととも

に、この取り組みの目的と課題を

改めて共有する研修を実施。次に、

「聴き出すスキル」を向上する勉強

会を開催した。

　「勉強会は有

志でスタートす

ることで、“やら

され感”が防げ

ました。そこで

ノウハウを共有

し、標準化していきました」（企画

グループの岡本秀世氏）

　次に、販売部門を訪問して業務

戦略を把握、営業担当者たちがど

のような情報を求めているかを確

認した。また、販売部門への情報

提供手法も見直し、専用の情報共

有システムを導入したことで、入

力、閲覧が容易になり活用頻度が

向上した。同システム上で営業担

当者から結果のフィードバックも

受けられるようになり、オペレー

タのモチベーションが向上、情報

の質の向上にもつながった。

　さらに、取り組みの継続を促す

ため、表彰制度やお客様相談セン

ターから毎月発行する社内情報誌

などで事例共有も図った。

　こうした仕掛けによって、販売

部門に提供する情報は１年あたり

754件まで増加。うち46％が貢献

度の高い案件で、金額換算すると、

62億円におよぶ経営貢献となった。

　コールセンターへの問い合わせ

が、ときに大きなビジネスチャン

スにつながる場合がある。

　水まわり住宅総合機器メーカー

のTOTOは、住宅を設計する建築

設計事務所や建設会社からの問い

合わせに対応するお客様相談セン

ターを運営している。商品やカタ

ログに関する問い合わせだけでは

なく、「現場で打ち合わせしたい」

「見積もりを依頼したい」といっ

た要望を受けることもあるが、従

来は販売部門の営業窓口へのかけ

直しを案内していた。

　「顧客満足の観点からも、チャ

ンスロスという意味でも改善すべ

き。センターが販売部門と連携・

協調することで、ビジネスに貢献

できるはずだと考えました」と、

高橋徳彦所長は振り返る。

　問い合わせに「答える」だけでは

なく、要望に「応える」べく、オペ

レータが積極的にニーズを引き出

ストラテジー部門賞

「答える」から「応える」への革新で
62億円のビジネスを創出

TOTO

お客様本部お客様相談センター企画グループの
岡本秀世氏（左）とお客様本部お客様相談セン
ターの高橋徳彦所長

応える

答える

現場情報発信！
お問合せの詳細情報を伝達

販売部門（セールス）

技術相談室お得意様

ユニットバスの件で他にお
困り事やご提案が必要で
あればご用命ください

ユニットバス100台を
ホテルで検討中。納
まりについて教えて

納まりについては○○です。
参考までに現場について伺
ってもよろしいですか？

図　販売部門との連携で期待以上に応える


